
財務財務財務財務のののの概要概要概要概要((((2011201120112011年度決算年度決算年度決算年度決算のののの状況状況状況状況））））

1111....資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書のののの概要概要概要概要

資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書

2011年4月1日～2012年3月31日

(単位:千円）

科　目 予算額 決算額 差異 構成比率 前年度決算 増減

学生生徒等納付金収入 1,572,111 1,614,203 △ 42,092 35.5% 1,507,925 106,278

手数料収入 31,210 30,520 690 0.7% 32,530 △ 2,010

寄付金収入 2,640 3,040 △ 400 0.1% 15,075 △ 12,035

補助金収入 476,000 470,425 5,575 10.4% 479,906 △ 9,481

資産運用収入 9,130 9,064 66 0.2% 10,017 △ 953

資産売却収入 0 0 0 0.0% 120,000 △ 120,000

事業収入 114,253 126,580 △ 12,327 2.8% 120,563 6,017

雑収入 63,435 44,213 19,222 1.0% 105,563 △ 61,350

借入金等収入 0 0 0 0.0% 0 0

前受金収入 476,052 416,694 59,358 9.2% 505,220 △ 88,526

その他の収入 104,426 104,410 16 2.3% 81,460 22,950

資金収入調整勘定 △ 594,776 △ 557,844 △ 36,932 -12.3% △ 557,380 △ 464

前年度繰越支払資金 2,282,208 2,282,208 0 50.2% 2,497,507 △ 215,299

収入収入収入収入のののの部合計部合計部合計部合計 4,536,6894,536,6894,536,6894,536,689 4,543,5134,543,5134,543,5134,543,513 △ 6,824△ 6,824△ 6,824△ 6,824 100.0%100.0%100.0%100.0% 4,918,3864,918,3864,918,3864,918,386 △ 374,873△ 374,873△ 374,873△ 374,873

科　目 予算額 決算額 差異 構成比率 前年度決算 増減

人件費支出 1,415,282 1,386,509 28,773 30.5% 1,503,813 △ 117,304

教育研究経費支出 414,681 413,692 989 9.1% 479,319 △ 65,627

管理経費支出 215,857 215,732 125 4.7% 232,922 △ 17,190

借入金等利息支出 2,919 2,914 5 0.1% 3,443 △ 529

借入金等返済支出 42,020 42,020 0 0.9% 42,180 △ 160

施設関係支出 686,194 571,707 114,487 12.6% 238,348 333,359

設備関係支出 33,798 33,658 140 0.7% 56,873 △ 23,215

資産運用支出 1,515 1,511 4 0.0% 100,013 △ 98,502

その他の支出 60,756 55,529 5,227 1.2% 30,626 24,903

予備費 11,590 11,590

資金支出調整勘定 △ 64,115 △ 58,849 △ 5,266 -1.3% △ 51,359 △ 7,490

次年度繰越支払資金 1,716,192 1,879,090 △ 162,898 41.4% 2,282,208 △ 403,118

支出支出支出支出のののの部合計部合計部合計部合計 4,536,6894,536,6894,536,6894,536,689 4,543,5134,543,5134,543,5134,543,513 △ 6,824△ 6,824△ 6,824△ 6,824 100.0%100.0%100.0%100.0% 4,918,3864,918,3864,918,3864,918,386 △ 374,873△ 374,873△ 374,873△ 374,873

支出支出支出支出のののの部部部部 前年度との対比

　　資金収支計算書は、当該会計年度の教育研究活動に対応するすべての資金の収入・支出の内容を明らかにし、かつ、

当該会計年度における支払資金の収入・支出の顛末を明らかにするものです。

収入収入収入収入のののの部部部部 前年度との対比



財務財務財務財務のののの概要概要概要概要((((2011201120112011年度決算年度決算年度決算年度決算のののの状況状況状況状況））））

2222....消費収支計算書消費収支計算書消費収支計算書消費収支計算書のののの概要概要概要概要

　　

消費収支計算書消費収支計算書消費収支計算書消費収支計算書

2011年4月1日～2012年3月31日

(単位:千円）

科　目 予算額 決算額 差異 構成比率 前年度決算 増減

学生生徒等納付金 1,572,111 1,614,203 △ 42,092 70.0% 1,507,925 106,278

手数料 31,210 30,520 690 1.3% 32,530 △ 2,010

寄付金 4,840 5,462 △ 622 0.2% 17,463 △ 12,001

補助金 476,000 470,425 5,575 20.4% 479,906 △ 9,481

資産運用収入 9,130 9,064 66 0.4% 10,017 △ 953

事業収入 114,253 126,580 △ 12,327 5.5% 120,563 6,017

雑収入 66,711 51,349 15,362 2.2% 106,275 △ 54,926

帰属収入合計帰属収入合計帰属収入合計帰属収入合計 2,274,2552,274,2552,274,2552,274,255 2,307,6032,307,6032,307,6032,307,603 △ 33,348△ 33,348△ 33,348△ 33,348 100.0%100.0%100.0%100.0% 2,274,6792,274,6792,274,6792,274,679 32,92432,92432,92432,924

基本金組入額合計 △ 534,044 △ 564,070 30,026 -24.4% △ 285,309 △ 278,761

消費収入消費収入消費収入消費収入のののの部合計部合計部合計部合計 1,740,2111,740,2111,740,2111,740,211 1,743,5331,743,5331,743,5331,743,533 △ 3,322△ 3,322△ 3,322△ 3,322 75.6%75.6%75.6%75.6% 1,989,3701,989,3701,989,3701,989,370 △ 245,837△ 245,837△ 245,837△ 245,837

科　目 予算額 決算額 差異 構成比率 前年度決算 増減

人件費 1,389,426 1,356,234 33,192 58.8% 1,492,863 △ 136,629

教育研究経費 638,869 638,270 599 27.7% 699,854 △ 61,584

管理経費 238,607 237,644 963 10.3% 278,012 △ 40,368

借入金等利息 2,919 2,914 5 0.1% 3,442 △ 528

資産処分差額 791 791 0 0.0% 3,473 △ 2,682

徴収不能引当金繰入額 1,440 1,440 0 0.1% 1,260 180

予備費 10,790 10,790

消費支出消費支出消費支出消費支出のののの部合計部合計部合計部合計 2,282,842 2,237,293 45,549 97.0% 2,478,904 △ 241,611

当年度消費支出超過額 542,631 493,760 48,871 21.4% 489,535 4,225

前年度繰越消費支出超過額 5,053,621 5,053,621 4,605,030

基本金取崩額 20,000 10,320 40,944

翌年度繰越消費支出超過額 5,576,251 5,537,060 5,053,621

帰属収支差額 △ 8,586 70,310 △ 204,225 274,535

帰属収支差額比率 -0.4% 3.0% -8.9% 11.9%

1.構成比率は、帰属収入を100としたものです。

2.帰属収支差額＝帰属収入－消費支出

3.帰属収支差額比率＝帰属収支差額÷帰属収入×100

消費支出消費支出消費支出消費支出のののの部部部部 前年度との対比

　　消費収支計算書は、当該年度の消費収入と消費支出の内容及び収支の均衡を明らかにし、

　学校法人の経営状況が健全であるかどうかを示すものです。

消費収入消費収入消費収入消費収入のののの部部部部 前年度との対比
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3333....貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表のののの概要概要概要概要

(単位:千円）

科　目 本年度末 前年度末 増　減 構成比率

固定資産 9,132,078 8,769,242 362,836 82.5%

　有形固定資産 8,695,141 8,338,510 356,631 78.6%

　　土地 2,886,746 2,602,402 284,344 26.1%

　　建物 4,027,645 4,090,375 △ 62,730 36.4%

　　構築物 534,660 168,458 366,202 4.8%

　　教育研究用機器備品 139,675 163,446 △ 23,771 1.3%

　　その他の機器備品 13,855 14,634 △ 779 0.1%

　　図書 1,079,275 1,067,291 11,984 9.8%

　　車両 13,285 17,881 △ 4,596 0.1%

　　建設仮勘定 0 214,023 △ 214,023 0.0%

　その他の固定資産 436,937 430,732 6,205 3.9%

　　電話加入権 1,828 1,828 0 0.0%

　　施設利用権 5,533 1,729 3,804 0.0%

　　出資金 651 640 11 0.0%

　　有価証券 154,690 154,690 0 1.4%

　　長期貸付金 2,698 1,808 890 0.0%

　　退職給与引当特定預金 220,000 220,000 0 2.0%

　　第３号引当特定預金 51,500 50,000 1,500 0.5%

　　預託金 37 37 0 0.0%

流動資産 1,936,614 2,393,590 △ 456,976 17.5%

　　現金預金 1,879,090 2,282,208 △ 403,118 17.0%

　　未収入金 51,253 96,092 △ 44,839 0.5%

　　短期貸付金 290 0 290 0.0%

　　貯蔵品 2,638 2,630 8 0.0%

　　仮払金 500 8,544 △ 8,044 0.0%

　　前払金 2,843 4,116 △ 1,273 0.0%

資産の部合計 11,068,692 11,162,832 △ 94,140 100.0%

科　目 本年度末 前年度末 増　減 構成比率

固定負債 592,471 639,902 △ 47,431 5.3%

　　長期借入金 158,250 168,270 △ 10,020 1.4%

　　退職給与引当金 434,221 471,632 △ 37,411 3.9%

流動負債 506,387 623,406 △ 117,019 4.6%

　　短期借入金 10,020 42,020 △ 32,000 0.1%

　　未払金 55,633 48,374 7,259 0.5%

　　前受金 416,694 505,221 △ 88,527 3.8%

　　預り金 24,040 27,791 △ 3,751 0.2%

負債の部合計 1,098,858 1,263,308 △ 164,450 9.9%

科　目 本年度末 前年度末 増　減 構成比率

第１号基本金 15,268,394 14,716,145 552,249 137.9%

第２号基本金 0 0 0 0.0%

第３号基本金 51,500 50,000 1,500 0.5%

第４号基本金 187,000 187,000 0 1.7%

基本金の部合計 15,506,894 14,953,145 553,749 140.1%

科　目 本年度末 前年度末 増　減 構成比率

翌年度繰越消費支出超過額 5,537,060 5,053,621 483,439 50.0%

消費収支差額の部合計 △ 5,537,060 △ 5,053,621 △ 483,439 △45.3%

科　目 本年度末 前年度末 増　減 構成比率

負債の部、基本金の部及び消費収支差額の部合計 11,068,692 11,162,832 △ 94,140 100.0%

自己資金 9,969,834 9,899,524 70,310

減価償却額の累計額 6,598,841 6,407,768 191,073

基本金未組入額 32,948 33,690 △ 742

　貸借対照表は、一定時点（決算日）における資産及び負債、基本金、消費収支差額の内容及び残高を明示し、学校法人の財政状況を示すものです。

資産の部

自己資金＝基本金＋消費収支差額

負債の部

基本金の部

消費収支差額の部

2012年3月31日現在



<帰属収入と消費収支について>

<基本金について>

　

　

　学校法人が、その諸活動の計画に基づき、必要な資産を継続的に保持するために維持すべ

きものとして、帰属収入のうちから組入れた金額を基本金といいます。この基本金の対象は｢学

校法人会計基準」において、以下の４つに分類し、規定されています。

第１号基本金：校地、校舎、機器、備品、図書などの固定資産の取得価額

第２号基本金：将来固定資産を取得する目的で積み立てた預金などの価額

第３号基本金：奨学基金、研究基金などの資産の額

第４号基本金：運営に必要な運転資金の額（文部科学大臣の定める額）

　帰属収入（①）とは、学生生徒納付金･手数料・寄付金・補助金など当該年度の学校法人の

負債とならない収入のことをいいます。従って、借入金や前受金などの負債性のある資金は除

かれます。消費収入（②）は、消費支出に充当できる収入のことで、帰属収入から基本金組入

額（③）を控除して算出されるものです。消費支出（④）は、人件費・教育研究経費・管理経費・

借入金等利息等などの当該年度に発生した費用です。消費収入から消費支出を差し引いた額

を消費収入(支出）超過額（⑤、⑥）、又は消費収支差額といいます。また、帰属収入から消費

支出を差し引いた額を帰属収支差額（⑦）といいます。

①①①①

帰帰帰帰

属属属属

収収収収

入入入入

⑦⑦⑦⑦帰帰帰帰

属収属収属収属収

支差支差支差支差

額額額額

⑥⑥⑥⑥消費消費消費消費

支出超支出超支出超支出超

過額過額過額過額

⑤⑤⑤⑤消費消費消費消費

収入超収入超収入超収入超

過額過額過額過額

④④④④

消消消消

費費費費

支支支支

出出出出

③③③③基基基基

本金本金本金本金

組入組入組入組入

額額額額

②②②②

消消消消

費費費費

収収収収

入入入入



単位（百万円）

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

1,742 1,595 1,536 1,508 1,615

28 29 29 32 31

6 6 3 17 5

506 489 476 480 470

20 16 12 10 9

137 123 127 121 127

43 67 151 106 51

2,482 2,325 2,334 2,274 2,308

単位（百万円）

決算額 構成比率 決算額 構成比率 決算額 構成比率 決算額 構成比率 決算額 構成比率

1,742 70.2% 1,595 68.6% 1,536 65.8% 1,508 66.3% 1,615 70.0%

28 1.1% 29 1.2% 29 1.2% 32 1.4% 31 1.3%

6 0.2% 6 0.3% 3 0.1% 17 0.7% 5 0.2%

506 20.4% 489 21.0% 476 20.4% 480 21.1% 470 20.4%

20 0.8% 16 0.7% 12 0.5% 10 0.4% 9 0.4%

137 5.5% 123 5.3% 127 5.4% 121 5.3% 127 5.5%

43 1.7% 67 2.9% 151 6.5% 106 4.7% 51 2.2%

2,482 100.0% 2,325 100.0% 2,334 100.0% 2,274 100.0% 2,308 100.0%

事 業 収 入

そ の 他

帰 属 収 入 合 計

手 数 料

寄 付 金

補 助 金

資 産 運 用 収 入

学生生徒等納付金

手数料

２００９年度 ２０１０年度

その他

帰属収入合計

寄付金

補助金

資産運用収入

事業収入

２０１1年度

学生生徒等納付

金

科 目

２００７年度 ２００８年度

［帰属収入の推移］

1,742

1,536 1,508

1,615

506

489

476 480

470

127 121

127
106

1,595

28

29
29

32

31

6

6

3

17

5

20

16
12 10

9

137

123

51

43

67

151

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

（百万円）

学生生徒等納付金 手数料 寄付金 補助金 資産運用収入 事業収入 その他



単位（百万円）

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

人件費 1,492 1,433 1,357 1,493 1,356

教育研究経費 752 850 831 700 638

管理経費 233 235 231 278 238

借入金等利息 3 2 4 3 3

1 0 1 5 2

90 862 85 106 564

単位（百万円）

決算額 構成比率 決算額 構成比率 決算額 構成比率 決算額 構成比率 決算額 構成比率

1,492 58.0% 1,433 42.4% 1,357 54.1% 1,493 57.8% 1,356 48.4%

752 29.2% 850 25.1% 831 33.1% 700 27.1% 638 22.8%

233 9.1% 235 6.9% 231 9.2% 278 10.8% 238 8.5%

3 0.1% 2 0.1% 4 0.2% 3 0.1% 3 0.1%

1 0.0% 0 0.0% 1 0.0% 5 0.2% 2 0.1%

2,481 96.5% 2,520 74.5% 2,424 96.6% 2,479 95.9% 2,237 79.9%

90 3.5% 862 25.5% 85 3.4% 106 4.1% 564 20.1%

構成比率は、消費支出＋基本金組入額＝100としたものです。

基本金組入額

その他

２００９年度 ２０１０年度２００７年度 ２００８年度

基 本 金 組 入 額

教 育 研 究 経 費

管 理 経 費

借 入 金 等 利 息

そ の 他

２０１1年度

人 件 費

科 目

消 費 支 出 合 計

［消費支出・基本金組入額の推移］

1,492 1,433 1,493
1,356

752 850
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700
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（百万円）

人件費 教育研究経費 管理経費 借入金等利息 その他 基本金組入額



2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

帰属収入 2,482 2,325 2,334 2,274 2,308

消費支出 2,481 2,520 2,424 2,479 2,237

帰属収入 0.0% -8.4% -3.9% -9.0% 3.1%

消費支出

帰属収支差額比率

（帰属収入-消費支出）÷帰属収入

単位（百万円）

帰 属 収 支 差 額 比 率

消 費 支 出

当該年度の帰属収入のうち消費支出として消費された残りの割合を示す比率であり、この比率が高いほど、帰属収入から消費支

出を差し引いた金額が大きいこととなり、自己資金の充実程度を示している。

2,325 2,334 2,274 2,308

-3.9% -9.0% 3.1%-8.4%

２００７年度

（帰属収入-消費支出）÷帰属収

入

科　　　目　　　等

帰 属 収 入 2,482

2,481

帰 属 収 支 差 額 比 率

0.0%

２０１１年度２００９年度 ２０１０年度

2,520 2,424 2,479 2,237

２００８年度

［帰属収入、消費支出及び帰属収支差額比率の推移］
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2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

学生生徒等納付金1,742 1,595 1,536 1,508 1,615

人件費 1,492 1,433 1,357 1,493 1,356

人件費依存率 85.6% 89.8% 88.3% 99.0% 84.0%

（人件費÷学生生徒等納付金）

単位（百万円）

人 件 費 依 存 率

人 件 費

人件費の学生生徒等納付金に対する割合を示す関係比率である。この比率は、人件費比率及び学生生徒等納付金比率の大小

により影響を受け、また、各学校法人の設置学部等の系統又は規模等によって差異が生じる。一般的に低い方がよく100％を超え

ないことが望ましい。

1,595 1,536 1,508 1,615

88.3% 99.0% 84.0%89.8%

２００７年度

（人件費÷学生生徒等納付金）

科　　　目　　　等
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1,492

人 件 費 依 存 率

85.6%

２０１1年度２００９年度 ２０１０年度
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２００８年度

［学生生徒等納付金、人件費及び人件費依存率の推移］
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2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

学納金比率 70.2% 68.6% 65.8% 66.3% 70.0%

補助金比率 20.4% 21.0% 20.4% 21.1% 20.4%

人件費比率 60.1% 61.6% 58.1% 65.6% 58.8%

教研経費比率 30.3% 36.5% 35.6% 30.8% 27.7%

消費支出比率 99.9% 108.4% 103.9% 109.0% 97.0%

単位（％）

２０11年度２００９年度 ２０１０年度

61.6% 58.1% 65.6% 58.8%

２００８年度

21.1% 20.4%

２００７年度

消 費 支 出 比 率

（ 消 費 支 出 ÷ 帰 属 収 入 ）

比率

学 納 金 比 率

（学生生徒等納付金÷帰属収

入 ）

補 助 金 比 率

（ 補 助 金 ÷ 帰 属 収 入 ）

30.3%

99.9%

70.2%

60.1%

教 育 研 究 経 費 比 率

（教育研究経費÷帰属収入）

人 件 費 依 存 率

人 件 費 比 率

（ 人 件 費 ÷ 帰 属 収 入 ）

人件費の学生生徒等納付金に対する割合を示す関係比率である。この比率は、人件費比率及び学生生徒等納付金比率の大小

により影響を受け、また、各学校法人の設置学部等の系統又は規模等によって差異が生じる。一般的に低い方がよく100％を超え

ないことが望ましい。

68.6% 65.8% 66.3% 70.0%

20.4% 21.0% 20.4%

人 件 費 比 率

教 育 研 究 経 費 比 率

消 費 支 出 比 率

学生生徒納付金に次ぐ収入源泉である補助金の帰属収入に占める割合である。この比率は高い方が望ましい。しかし、この比率

があまり高すぎると補助金削減等によっての影響を直接受けることになり、その点注意する必要がある。

人件費の帰属収入に対する割合を示す重要な比率である。人件費は消費支出のうち最大の部分を占めており、この比重が特に

高いと消費支出全体を膨張させ、結果として支出超過を招く場合もある。なお、この比率だけでなく、その内訳科目である教員人件

費や職員人件費の構成比率又は教職員一人当たりの人件費の実額等にも配慮する必要がある。

教育研究経費の帰属集に対する割合を示す比率である。教育研究活動の維持・発展のためには、消費収支を圧迫しない限り、こ

の比率は高いほど好ましい。なお、この比率の中には減価償却額も含まれているので、その点を注意しなければならない。

当該年度の帰属収入のうち消費支出として消費された割合を示す比率であり、学校法人の消費収支の余裕状況を概括的に表す

重要な指標の一つである。この比率が低いほど、帰属収入から消費支出を差し引いた割合が大きいこととなる。すなわちその差額

が当該年度の基本金組入額と消費収支差額となり、自己資金の充実程度を示している。

補 助 金 比 率

36.5% 35.6% 30.8% 27.7%

108.4% 103.9% 109.0% 97.0%

消費収支計算書の財務比率の推移
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